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第 1節 問題意識 
































































                                                             
2 2012年 9月に国会で大都市地域特別区設置法が制定されたが、2015年 5月 17日の住
民投票により大阪都構想は否決された。 
3 例えば、佐々木高雄「『地方自治の本旨』条項の成立経緯」青山法学論集 46巻第 1・2
合併号（2004年）152頁以下による 92条成立史の研究は、「地方自治の本旨」の前身を
































は基本法 28 条 2 項、日本では憲法 92 条がそれに当たる)その解決のヒントを
模索していくという意味において、ドイツの状況を参照する価値があるだろう。 
 




認する(第 1 章)。次に、戦後以来の憲法 92 条の解釈論を時系列に沿って概観
































































































































物処理権限に関して争いになり「基本法 28 条 2 項の地方自治保障条項が、い
かなる規範的意味を有するのかということが問われてきた」事件である9。 
ゲマインデとクライスとの関係について、リューネブルク上級行政裁判所は


















条 2 項 1 文は、自治保障の核心領域においても、地域共同体の事項について、
ゲマインデを優先する憲法上の事務配分原理を内容とする。この原理は、権限
配分を行う立法者も尊重しなければならないし、国との関係だけではなく、ク




                                                             
9 白藤博行「ドイツにおける地方自治改革と法理」室井力先生還暦記念論集『現代行政
法の理論』（法律文化社、1991年）337頁。 


























本法が直接条文(28 条 2 項)で保障する地方自治の根本原理として位置づけら
れている。しかも、それはゲマインデを優先する憲法上の事務配分原理を内容









































 1957 年 3月 25日、イタリアの首都ローマで、限定された分野における統合
に大きな進展が見られた。それは、欧州経済共同体（EEC）および欧州原子力
共同体（Euratom）を設立する条約の調印式であり、いわゆる「ローマ条約（欧






















                                                             
20 中西優美子『法学叢書 EU法』（新世社、2012年）3～4頁参照。 
21URL:http://ec.europa.eu/economy_finance/emu_history/documents/treaties/rometr
eaty2.pdf（最終アクセス：2018年 2月 4日）。『The Treaty of Rome (1957.3.25)』。 
22 澤田昭夫「補完性原理：The Principle of Subsidiarity:分権主義的原理か集権主義







































                                                             
24 八谷まち子「欧州連合（EU）における『サブシディアリティ原則』―善意の専制主義
を超えるもの」政治研究 43号（九州大学政治研究室、1996年）14～19頁参照。 
25 Jacques Lucien Jean Delors（1925～）フランス人。 
26 八谷、前掲注 24、31 頁。 
27同上、46頁。 
28 「三本の柱」：①第一の柱：これまでの EC（1965年 4月 8日の合併条約によって従来
の EEC、ECSC、Euratomから合流したものであるが、それを「欧州共同体」＝European 
Communitiesと称される）。②第二の柱：共通外交安全保障政策（Common Foreign and 
Security Policy）。③第三の柱：司法・内務協力（Cooperation in the field of 




















同条約Ｂ条第二項と EC 設立条約の第三 b 条の二つの条文は、直接「補完性原





 アムステルダム条約は、1997年 10月 3日に調印され、1999年 5月 1 日から
発効した。 
補完性原理に関する条文は若干の変更が加えられた。まず、形式的な面で、















研究 80巻 7号（2004年）160～162頁。邦訳は全てこれによる。 
31 1992年 12月 21日第 38回改正は、マーストリヒト条約への同意が目的であった。 
32 全国知事会自治制度研究会報告書「地方自治の保障のグランドデザイン（四）」自治















































37 奥脇直也＝小寺彰編『国際条例集 2013年版』（有斐閣、2013年）52頁。 
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る。また、旧 EC 設立条約の第五条は EC の消滅に伴って、EU 運営条約の体系


























ヨーロッパ評議会41（Council of Europe, CE）が 1985年に発表したヨーロッ







第 4 条第 3 項 公的責務は、一般に、市民にもっとも身近な当局が優先的に遂行する。
                                                             
38 EU 三原則：補完性原則のほか、権限付与の原則と比例性原則が規定されている。 










































町村・地域会議（Congress of Local and Regional Authorities of Europe, 
CLRAE）総会が 1997年 6月 5日にヨーロッパ地域自治憲章草案を採択した。し
                                                             
42 廣田全男「地方自治のグローバル・スタンダードと補完性原理」自治総研 28巻 4号
（2002年）26頁。条文翻訳は廣田による。 
43 矢部、前掲注 40、9頁。 








































第 7条（2項） 地方自治体との関係 
 （2）地域は、地方自治体との関係において、補完性の原則を適用するものとする。 
 
第 18条（2項） 権限争議 
 （2）権限争議は、各締結国の憲法上及び法律上の原則に従って解決されるものとする。
適用可能な実定法において明確な解決を得られない場合、この判決に際して補完性の原則
                                                             
47 ヨーロッパ評議会の諮問会議であり、決定機関でもある。 













 地方自治を推進する世界的組織―国際自治体連合（International Union of 
Local Authorities: IULA）は 1985年のヨーロッパ地方自治憲章が採択された
後、地方自治の観念をさらに全世界範囲まで広げることを目指していた。同じ























































































① 1992 年ドイツ基本法改正 
 本章第 2節で既に言及したが、1960年代末から 1970年代初めにかけて、財
                                                             
54 全国知事会自治制度研究会報告書「地方自治の保障のグランドデザイン（五）」自治研
究 80巻 9号（2004年）147頁。 
55 表については、廣田前掲注 42の 40～41頁に基づく。 
56 詳細は、若松隆＝山田徹編『ヨーロッパ分権改革の新潮流』（中央大学出版部、2008










原則を補完性原理ではなく基本法 28 条 2 項から直截に導き、学説においても
補完性原理の内容を、明確にしているとは言い難い」58。補完性原理が導き出
される裁判基準となりうる新たな憲法条文の設計が EU との関係で明瞭になっ
たのである。本章第 1 節第Ⅱ款にも触れたように、1992 年マーストリヒト条
約の締結はのちのドイツ連邦基本法の改正に大きな影響を及ぼした。 
 1992 年 12 月、マーストリヒト条約の批准に向けて基本法は改正され、「補




























59 原文のドイツ語は Subsidiarität だが、当該邦訳は「補充性」と名付けている。筆者
は一応それを「補完性」とみなしている。 
60 高田＝初宿編訳、前掲注 10、〔初宿〕224頁。 
61 高田＝初宿、同上、〔初宿〕224頁。 


























































































                                                             
71 なお、2001年憲法改正の詳細およびその直後の動向については、同上、75～87頁を
参照。 
72 条文の参照は、高橋利安「イタリア憲法第 2部第 5章『州、県及びコムーネ』の改
正」外国の立法 212号（国立国会図書館調査及び立法考査局、2002年）55～57頁。 
73 高橋利安、前掲注 68、64頁。 























さらに、2003 年 3 月にラファラン内閣の主導のもとで、フランスでは「共








droit à l’expérimentation）である」82と言われている。また、「パリ第 2大
                                                             




77 門彬、前掲注 75、2頁参照。 
78 西村茂「第 8章 フランスと補完性原理―州の現状と 2003年憲法改正」若松＝山田
編前掲書、191～193頁参照。 
79 門彬、前掲注 75、1頁。 
80 この法律は、国の事前的後見監督制度を廃止し、県知事（Préfet）を地方長














































                                                             
83 大津、前掲注 76、6頁。 
84 条文の和訳は、大津前掲注 76の論文 25～29頁を引用した。 
85 共和政体と立法権の多元化との関係について、大津前掲注 76の論文 14～19頁を参
照。 
86 大津、前掲注 76、18 頁。 












































                                                             







第二章 【学説】：憲法 92 条の解釈 











































































                                                             
91「市町村及び市町村組合は、法律の制限内で自治の権利を有する。」訳文は、高田＝初
宿、前掲注 10、139頁〔初宿〕を参照した。 




















































                                                             
99 佐藤功『ポケット注釈全書 憲法（下）〔新版〕』（有斐閣、1984年）1196頁。 













































104 「行政権は、内閣に属する」（『日本国憲法』第 65条） 
105 「天皇ハ国ノ元首ニシテ統治権ヲ総攬シ此ノ憲法ノ条規ニ依リテ之ヲ行フ」。 






































                                                             
107 同上、16頁。 
108 鵜飼信成「憲法における地方自治の本旨」都市問題 44巻 2＝3＝4号（1953年）11
頁。 
109 俵静夫『地方自治法』（法律学全集 8、有斐閣、1965 年）13頁。 
110 有倉遼吉「地方自治の本旨」『憲法講座 4』（有斐閣、1964年）121頁。 




































                                                             
112 小林武＝渡名喜庸安共著『憲法と地方自治』（法律文化社、2007年）109～110 頁〔小
林〕。 





117 小山剛＝駒村圭吾編『論点探究 憲法【第 2版】』（弘文堂、2013年）374頁〔小
山〕。 












































122 林田、前掲注 119、408頁。 
123 1947年の旧警察法（自治体警察と国家地方警察の二本立ての制度）のこと。 
124 前掲注 119、409頁参照。 
125 同上、409頁。 








































                                                             
127 鵜飼信成『憲法 岩波全書 219』（岩波書店、1956年）14～15頁。 
128 同上、256頁。 
129 杉村章三郎「憲法の地方自治条章における問題点」公法研究 9号（1953年）96頁。 
130 同上、96頁。 











































                                                             
133 時岡弘「憲法と地方自治」有倉遼吉先生還暦記念『現代憲法の基本問題』（早稲田大
学出版部、1974年）177頁。 
134 杉原泰雄「地方自治権の本質・１」法律時報 48巻 2号（1976年）91頁。 
135 佐藤幸治『日本国憲法論』（成文堂、2011年）549頁参照。 









































                                                             
2011年）478頁。 














































                                                             


























































































                                                             
143 同上、238頁。 

























































































                                                             
147 杉原泰雄『地方自治の憲法論〔補訂版〕』（勁草書房、2011年）59～61頁。 












































                                                             
151 同上、135～136頁参照。 























































































































































































































































































177 佐藤功「憲法における『地方自治の本旨』」都市問題 45巻 11号（1954年）34 頁。 








































                                                             




182 長谷部恭男『憲法 第 6版』（新世社、2014年）6頁以下。 








































                                                             
184 渋谷、前掲注 179、732頁。 
185 渋谷、前掲注 183、161～162頁。 














































                                                             
188 大津、前掲注 156、309頁。 
189 佐藤達夫「憲法第八章覚書―その成立の経過を中心として―」地方財務協会編『地方
自治論文集』（1954年）48頁。 









































































































































202 前掲注 198の著書の時期区分を参照。この時代は 1960～1967年までとされる。詳細
は、同書 50～55頁参照。 









































                                                             












































































































































                                                             
210 山内健生「グローバル化する『地方自治』（五）―『サブシディアリティの原理』・そ
の理念と現実」自治研究 78巻 6号（2002年）103～104頁参照。 











































                                                             
213 同上、144頁。 















































































































 Ⅳ 機構分権（１、地方分権 ２、権力分立と議会の優位 ３、法の支配） 





















































































































































































































                                                             
238 東京地判昭和 37年 2月 26日刑集 17巻 2号 157頁。 








































































































































                                                             





































                                                             


































































































                                                             
252 西尾、前掲注 250、65～69頁、前掲注 244、23～49頁参照。 
253 田村達久『地方分権改革の法学分析』（敬文堂、2007 年）7頁。 





















































































                                                             










































                                                             















この大綱方針を受け、1995 年に成立した地方分権推進法（平成 7 年 5 月 19










































































































































年 6月 14日）という形でまとめた。主な構成275は、はじめに、第 1章「第 1次
分権改革を回顧して」、第 2章「第 1次分権改革の完全実施を求めて」、第 3章





















                                                             


























2001 年 6月 29日、地方分権推進委員会の後継機関として、地方分権改革推


























                                                             
277 URL：http://www8.cao.go.jp/bunken/h14/018/gaiyo.html（最終アクセス：2017年 5
月 26日〔2018年 2月 4日現在リンク切れ〕）＝第 18回地方分権改革推進会議・第 18回
小委員会議事概要（速報版）。 
278 URL：http://www.cao.go.jp/bunken-suishin/archive/archive-index.html（最終ア




























































平成 18 年（2006 年）12 月 15 日、三年間の限時法として地方分権改革推進






























                                                             
282 URL：http://www.cao.go.jp/bunken-suishin/archive/category01/archive-h.html 
























2009 年 8 月の衆院選で、民主党が単独で過半数を獲得したことにより政権
交代が行われた。民主党政権のもとでも分権改革は続けられ、新たな「地域主




















                                                             














ほとんど変わっていないように思われるからである。なお、平成 23年 4月 28
日に成立した「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るため
の関係法律の整備に関する法律」（平成 23 年法律第 37 号）（第１次一括法）

























                                                             
285 URL：http://www.cao.go.jp/bunken-suishin/ayumi/chiiki-
































































理した事例は 3 件286しかない。僅かながら、それらをまとめることにしよう。 
(1)横浜市勝馬投票券発売税に対する総務大臣の不同意に係る審査287 










クセス：2018年 2月 4日)。当該決定に関する評釈が 1本ある。人見剛「最新判例演習
室 行政法 国の機関が行った審査請求に係る大臣の執行停止決定の『関与』該当性 : 辺
野古公有水面埋立承認取消処分事件[国地方係争処理委員会平成 27.12.28決定]」法学セ
ミナー61巻 7号、121頁(2016年)を参照。 
287 国地方係争処理委員会平成 13年 7月 24日勧告（判時 1765号 26頁、判タ 1073号
128頁）。本件勧告に関する評釈は行政法と税法の領域に集中している。例えば、以下の
文献を挙げることができる。島田恵司「横浜市・勝馬投票券発売税に関する国地方係争

















横浜市は、同年 12 月 21日に、総務大臣に対し、地方税法 669条の規定に基
づき、勝馬投票券発売税の新設に係る協議の申し出を行い、総務省は平成 13


































                                                             















































































北陸新幹線の建設にあたって、平成 21 年 8 月 4 日に、国土交通大臣は新潟
県知事に対して、工事実施計画について意見照会を行ったが、回答のないまま、
10 月 9 日に鉄道建設・運輸施設整備支援機構に対して認可を下した。新潟県







                                                             
288 国地方係争処理委員会平成 21年 12月 24日決定・判例集未登載。決定の本文は以下
の総務省ホームページからダウンロードできる。 
URL：http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/02gyosei01_000013.html （最終アク
セス:2018年 2月 4日）。なお、本件は却下事例であり、評釈は 1本も見当たらない。事
例紹介は、中西則文「国地方係争処理委員会及び自治紛争処理委員会の審査等につい





































                                                             






ーナル 辺野古新基地建設問題の現状と課題 : 問われる国地方係争処理委員会の存在意
義」法学セミナー61巻 7号、1～2頁(2016年)；人見剛「最新判例演習室 行政法 大臣
の是正指示の適法性を国地方係争処理委員会が判断しないとした事例 : 辺野古公有水面





































































に裏付けたのである。結局、1995 年の地方分権推進法第 4 条（この条文を受

























































                                                             
293 塩野宏「地方自治の本旨に関する一考察」自治研究 80巻 11号(2004年)35～36頁。
塩野が取りあげている小林與三次の論考については参照、「地方自治の本旨」(一)(二)自

























































































                                                             
299 同上、20頁。 
300 白藤、前掲注 263、24頁。 
301 白藤博行「地方自治の実効的保護めざす憲法論議を―『地方自治基本法』制定の動き
から―」住民と自治 469号(2002年)20頁。ほかに、1998年の地方自治基本法案を評し





























































































                                                             






























                                                             































































318 宮澤は 92条解釈において伝来説を提唱したことを想起されたい。 
319 田中二郎『地方制度改革の諸問題』（有信堂、1955 年）112頁。初出論文は、「わが地









































                                                             
321 奥平康弘＝杉原泰雄共編『憲法学 6 統治機構の基本問題Ⅲ』（有斐閣、1977 年）151
頁〔鴨野幸雄執筆部分〕。 
322 長内祐樹「自治体の広域化と地方自治―市町村の基礎自治体化及び道州制を中心とし




































                                                             
323 高島茂樹「平成の市町村大合併の理念と展望―自己改革による真の地方分権の実現
―」地方自治 647号(2001 年) 3頁。 
324 同上、11頁。 
325 同上、12頁。 










































理の特例」（地方自治法 252条の 17の 2）とは逆に、市町村から都道府県への






















に建設するため、2013 年 12 月 27 日に被告の前任者である仲井眞弘多沖縄県
知事から公有水面埋立ての承認を受けた。被告である現職の翁長雄志沖縄県知








                                                             
340 斉藤誠「市町村合併と広域行政」法学教室 209号（1998年）29頁。 
341 福岡高等裁判所那覇支部 2016年 9月 16日判決(平成 28年(行ケ)第 3号、地方自治法
251条の 7第 1項の規定に基づく不作為の違法確認請求事件)。 










知事の承認処分を職権で取消した当日の 2015年 10 月 13日に、国は沖縄防衛局長に直ち
に当該取消処分に対する審査請求と合わせて執行停止の申立てを国土交通大臣に提起さ
せた。国交大臣は、10月 27日にこの申立てに対して執行停止決定をし、11月 9 日に、
県知事に対して承認取消の取消を指示した。さらに、11月 17日、福岡高裁那覇支部に





停止を違法な国の関与として地方自治法 251条の 5 に従ってその取消を求める関与訴訟
(③)も提起した。国が提起した代執行訴訟（機関訴訟）1件および県が提起した抗告訴
訟１件と関与訴訟(機関訴訟)１件の総計３件が提起され、事態の複雑さを示した。結
































                                                             






























(4)争点④：「本件承認処分の第 2 号要件欠如の有無」(公有水面埋立法 4 条 1
項 2号要件＝環境保全および災害防止の配慮) 



























































































 国土交通大臣が 2016 年 3 月 16 日に地方自治法第 245 条の 7 第 1 項に基づ






















法確認訴訟の判決が 2016 年 9 月 16 日に福岡高裁によって言い渡されてから
３ヶ月経った 2016 年 12 月 20 日に、最高裁は異例の「迅速さ」で全員一致で
判断を下した380。この最高裁判決には特に注目すべき内容がないようであるが、
                                                             
378 同上、2901頁。 
379 国地委第 33号平成 28年(2016年)6月 20日決定(平成 28年 3月 16日付けで国土交通
大臣がした地方自治法第 245条の 7第 1項に基づく是正の指示に係る審査の申出につい
て)。 
380 最高裁判所第二小法廷 2016年 12月 20日判決(平成 28年（行ヒ）第 394号、地方自






































後に、地方自治法 251 条の 7第 1項のいう「相当の期間」が経過したものと解
する387。したがって、上告人の行為は地方自治法 251条の 7第 1項のいう不作
                                                             


































































































































                                                             
398 本多滝夫「辺野古訴訟・福岡高裁判決の論理―行政法理論の『誤解』」法と民主主義
512号(2016年 10月)37頁。 
399 最高裁判決に対する批判は、岡田のほか、五十嵐敬喜「辺野古裁判と憲法 14 条『平
等権』違反」世界 891号(2017年 2月)101～115頁、同「辺野古裁判―最高裁判所の分厚
い壁」世界 893号(2017年 4月)179～190頁を参照。 
400 岡田正則「『政治的司法』と地方自治の危機―辺野古訴訟最高裁判決を読み解く」世
界 891号(2017年 2月)95頁。同「厚木基地訴訟・辺野古訴訟最高裁判決からみた司法制
度の現状」法と民主主義 516号(2017年 2・3月)40 頁以下も同旨。 
401 同上、98～99頁。 































前知事による承認処分(2013 年 12 月 27 日)→現知事による承認処分の取消
処分(2015 年 10 月 13 日)→国による執行停止決定(2015 年 10 月 27 日)、国に
よる是正の指示(2015 年 11月 9日)、国による代執行訴訟の提起(2015年 11月
17 日)→県による 2 回の国地方係争処理委員会への審査の申出(執行停止決定
および承認取消の指示をめぐるもの)、県による 2 つの訴訟の提起(2015 年 12
月 25 日)→福岡高裁にて和解が成立(2016 年 3 月 4 日)→国土交通大臣による
是正の指示(2016年 3月 16日)→国地方係争処理委員会の決定(2016年 6月 20
日)→福岡高裁那覇支部判決(2016年 9月 16日)→最高裁第二小法廷判決(2016




































































































                                                             
407 白藤博行「憲法の地方自治保障の原点と現点」法と民主主義 513号(2016年 11月)32
頁。 
408 水島朝穂ホームページ・平和憲法のメッセージ(直言 2014年 1月 27日) 
























































































414 現在では「比較的大きな市」は「22 の省庁所在地の市、5 つの自治区の区庁所在地の
市、4つの経済特区と 18の国務院がそもそも指定した『比較的大きな市』」のことを指す。





































年改正の後、1995 年と 2004 年に改正され、今日に至っている。現行条文としては、第 7
条が①省・自治区・直轄市の人代の地方性法規制定権、②省・自治区の人民政府所在地の
市と国務院が指定した比較的大きな市の人代の地方性法規制定権（ただし承認制）を規定











































する先行研究について、宓雪軍「半個立法権弁析」現代法学 1991年第 6 期、湯唯＝畢可
志等著『地方立法的民主化與科学化構想』（北京大学出版社、2002年）、江流＝羅志先＝夏
平華「論準立法権―兼與深圳立法権比較」法律科学 1994年第 3 期、涂縵縵「『較大的市』






































人代の地方立法の重点もそこに置かれた。1993 年から 1998 年までの 5 年間、
上海市人代及びその常務委は地方性法規 59 本を制定した。これらの法規は、
1980 年から常務委が立法権を行使して以来制定された地方性法規の総数の半




こった。何よりもまず、2000 年 3 月の全人代による立法法の採決である。こ
れは、国の立法権と地方立法権の権限関係を明らかにし、全国における法体系
をより合理的かつ整合性、規範性を持つ方向へ向かわせるための法律であった。
これを受けて、上海市人代は 2001 年 2 月に「上海市における地方性法規の制
                                                             
421 丁偉「承前啓後継往開来 激情譜写上海地方立法的華彩楽章」上海人大 2014 年増刊、
61 頁。なお、著者は上海市人民代表大会法制委員会副主任委員兼同市人民代表大会常務
委員会法制工作委員会主任。本論文は、2014 年 9 月に上海で行われた「人民代表大会成
立 60 周年を記念する大会」の理論検討会における発言に基づき、雑誌『上海人大』に収
録されたものである。 
























定、2007 年及び 2011 年改正、2011 年施行）の 76 条が規定する交通事故の民
事賠償責任に関して、より詳しい創造的な条項425を設けている。 
                                                             
423 史建三＝呉天昊「地方立法質量：現状、問題與対策―以上海人大地方立法為例」法学
2009年第 6期、103頁。 
424 鄭輝「上海人大立法三十年：歴程、経験、前瞻」人大研究 2010年第 5期（総第 221期）、
25頁。 






















































その割合は 1979 年から 1988 年までの 10 年間は 10.0%であったが、1989 年か
ら 1998 年までの 10年間では 45.5%と急激に増加している。これに対して、自
主型立法の割合は、1979～1988年の 70.0%から、1989～1998年の 28.8%へと激







































                                                             
427 史建三＝呉天昊、同上、104頁。 
428 同上、104～105頁。 






430 史建三＝呉天昊、前掲注 423、95～96頁。 









































                                                             























1978 年から 2008 年までの 30 年間、上海市人代及びその常務委の地方性法規
























434 史建三＝呉天昊、前掲注 423、97頁。 
435 孫曉東＝朱力宇「北京市與上海市地方立法的比較分析」北京社会科学 2013 年第 1 期、
33頁以下参照。 
















































































441 小口彦太＝田中信行『現代中国法［第二版］』（成文堂、2012 年）28 頁。〔田中執筆部
分〕。 




し、考課し、及び賞罰を行う。」国務院の「紅頭文件」制定権の根拠は憲法 89条 1 項：「憲
法及び法律に基づき、行政措置を定め、行政法規を制定し、決定及び命令を発布する。」
（下線は筆者）。条文の和訳は、高橋和之編『新版世界憲法集[第 2版]』（岩波書店、2012













































443 王景斌＝顧頴「『紅頭文件』違法之原因及対策論析」行政輿法・行政法研究 2005 年 11
月、78頁。 
444 陳麗芳「『紅頭文件』法治化探討」雲南行政学院学報 2007年第 3期、137頁。 

















が多い）での移動が禁じられ、制限の期間と時間帯（1 日 24 時間制限のこと
が多いが）も指定されている。この規定に違反した者には、交通警察による「批
評教育」や罰金などの罰則が課される。当該紅頭文件と関連して、佛山市政府













省政府が 2009 年に制定した地方政府規章である。さらに、当該規章の第 1 条
によれば、その法律上の根拠は「中華人民共和国大気汚染防治法」（2000 年修
正版）である。ところで、「広東省珠江三角洲大気汚染防治弁法」第 9 条は、






アクセス：2015年 11月 25日〔2018年 2月 4日現在リンク切れ〕）。＝佛山市人民政府公
報 2014年第 3期（電子版）。 
449 （広東省）佛山市政府網
http://www.foshan.gov.cn/zwgk/zfgb/srmzfwj/201502/t20150203_5040919.html（最終
アクセス：2015年 11月 25日〔2018年 2月 4日現在リンク切れ〕）。＝佛山市人民政府公








































権法」（2007 年 3 月採決、同年 10 月施行）第 39 条によれば、「所有権者は自
                                                             














































報 2014年第 12期 10頁を参照。 
452 劉松山、前掲注 439、同論文 5頁の脚注の①を参照。 
453 最高人民法院ホームページ：http://www.court.gov.cn/fabu-xiangqing-14294.html
（最終アクセス：2018年 2月 4日）。 















                                                             
照した。 
455「備案」：上級機関に関係事項を報告し、そして記録に留めることを指す。 
456当該法律は第 10 回全人代常務委の第 23 期会議（2006 年 8 月 27 日）において採決さ
れ、2007年 1月 1日から施行された。 
457 その他の個別法の中で、規範性文件に対する規制も散在している。たとえば、「行政処




























第 3節 立法法の改正   
Ⅰ 意図・概要 
2015年 3月 15日、第 12回全国人民代表大会（以下は全人代）第 3期会議458
で「『中華人民共和国立法法』の改正に関する決定」が採決された。立法法が
2000 年 3 月の第 9 回全人代第 3 期会議において制定されて以来、初めての改
正となっている。当該法律の改正につき、全人代常務委員会（以下は全人代常






















会議）・審議作業（各省の代表団の分科会）を行う。今年（2015 年）の 3 月は第 12 回の
全人代（2013～2018）の 3回目の会議である。全人代の休会中に、常設機関である常務委
がその代わりに機能する。常務委は 2か月に 1回会議を開く。 
459中国人大網（全人代ホームページ）「立法法修改」（2014 年 8 月―2015 年 3 月）
http://www.npc.gov.cn/npc/lfzt/2014/node_25283.htm（最終アクセス：2018 年 2 月 4
日）。 
460中国人大網（全人代ホームページ）「関於『中華人民共和国立法法修正案（草案）』的説
明」（初出は新華社通信 2015 年 3 月 8 日）http://www.npc.gov.cn/npc/xinwen/2015-















































方政府規章の制定権を付与する。（修正案草案第 28条、第 32条）（立法法第 72
条、第 82条）。 























らない。」（修正案草案第 32条）（立法法第 82 条）という条件が付される。 
② 「人代に立法活動における主導的な役割を発揮させることについて」 
 全人代および同常務委の立法計画、年度立法計画等に関する規定（修正案草
案第 16 条、第 17 条）（立法法第 52 条）、法律案の起草作業における全人代の
専門委員会と常務委の事務機構の活動メカニズムに関する規定（修正案草案第
18条）（立法法第 53 条）、立法活動における全人代代表の役割の活性化に関す
る規定（修正案草案第 17条、第 6条、第 7条）（立法法第 52条、第 16 条、第
28条）等にこの方向性が示されている。 
③ 「立法の科学化、民主化を深く推進することに関して」 
立法の質を向上させること（修正案草案第 1 条）（立法法第 1条）、公民の立
法過程への参加、法律草案の公開およびそれに対する意見募集の制度化（修正
案草案第 10条、第 11 条、第 18条）（立法法第 31条、第 36条、第 37 条）、法
律案の審議と表決の方法（修正案草案第 8 条、第 14 条、第 15 条）（立法法第
30条、第 41条、第 43 条）、法律案が採決される前後の評価制度等（修正案草
案第 12 条、第 21条、第 23条、第 24条）（立法法第 39条、第 60条、第 62条、
第 63条）が規定された。 





















案第 37 条）（立法法第 99 条）。「全人代の関係専門委員会と常務委の事務機構
はその審査結果を審査の提案を提出した国家機関、社会団体、企業・事業組織
および公民に通知し、かつ、一般に公開することができる。」（修正案草案第 38








行ってはならない。」（修正案草案第 41条）（立法法第 104条）464。 
 
Ⅱ 72条をめぐる議論 










ば、2013 年 1 月 1 日から 、改正後の民事訴訟法が施行されたが、この新民事訴訟法に














































                                                             












































                                                             
467 中国人大網（全人代ホームページ）「地方立法権『収放之間』―全国人大常委会組成
人員熱議立法法草案中『拡大地方立法権』条款」（初出は新華網 2014年 8月 29日）。
http://www.npc.gov.cn/npc/cwhhy/12jcwh/2014-08/30/content_1876451.htm （最終ア
クセス：2018年 2月 4日）。 
468 中国人大網（全人代ホームページ）2014年 8月 31 日「梁勝利：拡大人大自身立法 
縮小和減少授権立法範囲」http://www.npc.gov.cn/npc/xinwen/2014-

















                                                             


























為 『 城 郷 建 設 、 城 郷 管 理 』」 http://www.npc.gov.cn/npc/lfzt/2014/2015-





























                                                             
「立法能力論」に基づく姿勢は変わっておらず、彼の発言からは地方に対する不信感がう
かがえる。 
472 中国人大網「立法法昇級、為法治中国護航」（2015 年 3月 16日）45頁。 
473 中国人大網「代表梅永紅：賦予地方立法権 譲公民参与法律制定」（初出は斉魯網
2015年 3月 11日）http://www.npc.gov.cn/npc/dbdhhy/12_3/2015-


















第 4節 検討 
































区的市立法授権需細化」（初出は大河報 2015年 3月 11日）
http://www.npc.gov.cn/npc/dbdhhy/12_3/2015-03/11/content_1921961.htm （最終ア























































































                                                             
476 蘇力「当代中国的中央與地方分権―重読毛沢東『論十大関係』第五節」中国社会科学





































                                                             
479 曹平＝羅華権、同上、28頁参照。 
480 秦前紅＝李少文「地方立法権拡張的因応之策」法学 2015年第 7期、12頁。 



















































487 中国人大網（全人代ホームページ）「全国人大常委会法工委負責人答記者問」2015 年 3
月 9日 http://www.npc.gov.cn/npc/zhibo/zzzb30/node_27355.htm（最終アクセス：2018
年 2月 4日）。 
488 同上参照。 



















































































































































































































































































                                                             










































の姉妹都市であった。私も 2008 年、学部 2 年生のとき、南京市内で開催され
た「南京・名古屋姉妹都市締結 30 周年祝賀祭典」というイベントに参加し、
拙いながらも習いたての日本語を駆使して、名古屋の一般市民と交流する機会
                                                             































年代（西暦・年） 場所・機構 出来事 
1808 プロイセン王国 シュタイン市制 
1888 大日本帝国 市制・町村制 
1889 大日本帝国 大日本帝国憲法 









1947 日本国 日本国憲法、地方自治法 
1949 日本国 シャウプ勧告・市町村優
先原則 
1951 日本国 固有権説（林田和博） 
152 
 
1952 日本国 無保障説（柳瀬良幹） 
















1985 国際自治体連合 世界地方自治宣言採択 














































2000 中華人民共和国 立法法制定 
2001 日本国 小泉内閣発足、地方分権
推進委員会最終報告 
2001 イタリア共和国 補完性原理の憲法化 
2002 日本国 地方分権改革推進会議
中間報告 
2003 日本国 第 27 次地方制度調査会
答申 
2003 フランス共和国 憲法改正・地方分権化 
2006 日本国・国会 地方分権改革推進法成
立 





2012 自由民主党 憲法改正草案・地方自治 
2015 年 中華人民共和国 立法法改正 
2016 おおさか維新の会 憲法改正原案・「補完性
の原則」 
2016 国地方係争処理委員会 辺野古問題に「審査」 
2016 福岡高裁那覇支部 辺野古訴訟判決 



























鵜飼信成「憲法における地方自治の本旨」都市問題 44巻 2＝3＝4号（1953 年） 
牛田徳子訳、アリストテレス『政治学』（京都大学学術出版会、2001年） 
遠藤乾「ポスト主権の政治思想―ヨーロッパ連合における補完性原理の可能性」
思想 945 号（岩波書店、2003年） 
大津浩「フランスの憲法改正における補完性の原理と実験への権利」自治総研
通巻 295 号（2003年） 
大津浩＝廣田全男訳「ヨーロッパ評議会編『補完性の原理の定義と限界』」経















大浜啓吉「条例制定権と法の支配(一)」自治研究第 88巻第 2号(2012 年) 











く」世界 891号(2017 年) 
岡田正則「厚木基地訴訟・辺野古訴訟最高裁判決からみた司法制度の現状」法
と民主主義 516号(2017 年) 
岡田信弘「『地方自治の本旨』の再定位」高見勝利ほか編『日本国憲法解釈の
再検討』（有斐閣、2004 年） 
岡村志嘉子「中国における立法法の改正」外国の立法 265号（2015年 9月） 







国・自治体間争訟」法律時報 89巻 6号（2017 年） 
金井利之『自治制度』(東京大学出版会、2007 年) 
金井利之 講演「『分権』改革の現段階」自治総研『自治総研ブックレット 7 
分権改革のいまをどうみるか』（2009年） 






研究第 91巻第 10号(2015 年) 
兼子仁「地域自治による“一国多制度”(二・完)―広域自治・連携を含めて」




河合義和「憲法第八章の虚像と実像」日本法学 44巻 4号（1979年） 
川島武宜『日本人の法意識』(岩波新書、1967 年) 
木佐茂男「プロイセン=ドイツ地方自治法理論研究序説―『地方警察』権の分
析を中心とした国家とゲマインデの関係(一)」自治研究 54巻 7号(1978 年) 
木佐茂男「プロイセン=ドイツ地方自治法理論研究序説―『地方警察』権の分
析を中心とした国家とゲマインデの関係(二)」自治研究 54巻 8号(1978 年) 
木佐茂男「プロイセン=ドイツ地方自治法理論研究序説―『地方警察』権の分
析を中心とした国家とゲマインデの関係(三)」自治研究 54巻 9号(1978 年) 
木佐茂男「プロイセン=ドイツ地方自治法理論研究序説―『地方警察』権の分





























小山剛＝駒村圭吾編『論点探究 憲法【第 2版】』（弘文堂、2013年） 
斎藤誠「条例制定権の歴史的構造―『アウトノミ―』と『自主法』(一)」自治
研究 66 巻 4号(1990 年) 
斎藤誠「条例制定権の歴史的構造―『アウトノミ―』と『自主法』(二)」自治
研究 66 巻 5号(1990 年) 
斎藤誠「条例制定権の歴史的構造―『アウトノミ―』と『自主法』(三)」自治
研究 66 巻 6号(1990 年) 
斎藤誠「条例制定権の歴史的構造―『アウトノミ―』と『自主法』(四・完)」
自治研究 66巻 7号(1990 年) 
斎藤誠「地方自治の手続的保障―『本旨』論との関連で」都市問題 96 巻 5 号
(2005年) 
斎藤誠「地方自治の法的議論における歴史の位置」公法研究 73 号（2011 年） 
斎藤誠『現代地方自治の法的基層』(有斐閣、2012年) 
斎藤誠「戦後地方自治の原像―帝国議会における憲法条項審議をめぐって」自
治実務セミナー第 638 号(2015年) 
阪本昌成『憲法理論Ⅰ〔補訂第 3版〕』（成文堂、2000年） 













澤田昭夫「補完性原理：The Principle of Subsidiarity:分権主義的原理か集
権主義的原理か」『日本 EC学会年報』第 12号（1992年） 
塩野宏「地方自治の本旨に関する一考察」自治研究 80巻 11号（2004 年） 
塩野宏『行政法Ⅰ[第六版]行政法総論』（有斐閣、2015年） 
塩野宏『行政法Ⅲ﹝第四版﹞行政組織法』（有斐閣、2012年） 

























白藤博行「地方分権改革と『自治体行政訴訟』」法律時報 79巻 9号（2007 年） 








白藤博行「憲法の地方自治保障の原点と現点」法と民主主義 513号(2016 年) 
杉原泰雄「地方自治権の本質・１」法律時報 48巻 2号（1976年） 






と民主主義 513号(2016 年) 






自治研究 80巻 7号（2004年） 
全国知事会自治制度研究会報告書「地方自治の保障のグランドデザイン（四）」
自治研究 80巻 8号（2004年） 
全国知事会自治制度研究会報告書「地方自治の保障のグランドデザイン（五）」




高橋和之『立憲主義と日本国憲法 第 3版』（有斐閣、2013年） 
高橋滋＝渋谷秀樹「対話で学ぶ行政法 地方自治」法学教室 263号（2002 年） 
高橋利安「イタリア憲法第 2部第 5章『州、県及びコムーネ』の改正」外国の




















をめぐって―」法学新報 100 巻第 5・6 号加藤芳太郎先生古稀記念（中央大学
法学会、1994年） 
辻山幸宣「戦前期における自治学説―『住民自治』『団体自治』の観念をめぐ




















成田頼明「地方制度改革と憲法第 8章」都市問題第 96巻第 5号(2005 年) 
成田頼明＝磯部力＝桜井敬子＝神橋一彦「新時代の地方自治」法学教室 327号
（2007 年） 
新村とわ「自治権に関する一考察（一）」法学 68巻 3号（2004年） 









西村茂「第 8 章 フランスと補完性原理―州の現状と 2003 年憲法改正」若松
隆＝山田徹編『ヨーロッパ分権改革の新潮流』（中央大学出版部、2008 年） 
長谷川正安編『法学文献選集 1 法学の方法』(学陽書房、1972年) 






















廣田全男「ヨーロッパ地方自治憲章と EC統合（1）」都市問題 82巻 5号（1991
年） 
廣田全男＝糠塚康江「『ヨーロッパ地方自治憲章』『世界地方自治宣言』の意義」
法律時報 66巻 12号（1994年） 
廣田全男「ヨーロッパ地方自治憲章の一○年―その発展と課題―」憲法理論研
究会編『国際化のなかの分権と統合＜憲法理論叢書 6＞』（敬文堂、1998 年） 













































理』・その理念と現実」自治研究 77巻 6号（2001 年） 
山内健生「グローバル化する『地方自治』（五）―『サブシディアリティの原
理』・その理念と現実」自治研究 78巻 6号（2002 年） 
山内敏弘「分権デモクラシー論の 50 年」樋口陽一ほか編『憲法理論の 50 年』
（日本評論社、1996 年） 
山口道昭「市町村に対する都道府県の『補完』のあり方―岩手県の事例をとお
して考える(一)」自治研究 92巻 7号（2016年） 
山口道昭「市町村に対する都道府県の『補完』のあり方―岩手県の事例をとお






法律時報 89巻 6号（2017年） 












西教育学院学報 2014 年第 6期 








苗連営「試論地方立法工作中『不抵触』標準的認定」法学評論 1996年第 5期 
秦前紅＝李少文「地方立法権拡張的因応之策」法学 2015年第 7期 
屈茂輝「我国上位法與下位法内容相関性実証分析」中国法学 2014年第 2期 
任進「論地方制度及其憲法保障」北方法学 2008 年第 2期 
蘇力「当代中国的中央與地方分権―重読毛沢東『論十大関係』第五節」中国社
会科学 2004年第 2期 
孫曉東＝朱力宇「北京市與上海市地方立法的比較分析」北京社会科学 2013 年
第 1期 
申海平「通過基層自治発展基礎民主―来自徳国的啓示」法学 2007年第 12期 
史建三＝呉天昊「地方立法質量：現状、問題與対策―以上海人大地方立法為例」
法学 2009 年第 6期 






宇秀春「譲公衆有権状告『紅頭文件』」人大建設 2007年第 6期 
張千帆『国家主権與地方自治―中央與地方関係的法治化』（中国民主法制出版
社、2012） 
鄭輝「上海人大立法三十年：歴程、経験、前瞻」人大研究 2010年第 5 期 
